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損害保険事業における情報利活用 



１．損害保険事業と現在の情報利活用 

保険金お支払い 

ファミリーカー？ スポーツカー？ 

免許証の色/事故の有無 

車検の満了日 

木造？鉄筋？マンション？ 

築年数 

いつ・どこで・どのような事故？ 

ケガの有無/被害の大きさ 

修理業者/病院 

損保協会 

住所・氏名 個人・法人 

補償対象者 

性別 

家族構成 

生年月日 

ＴＥＬ 勤務先 

共通 

 事故・災害・犯罪の防止・軽減等の取組み 

 人身事故の多発した交差点について調査・取りまとめを実施 

 関係省庁の災害データと業界の支払保
険金に関するデータをマッチングさせた
データベースやコンテンツ等を作成 

保険契約引受 

保険会社が取得する主な情報（お客さまの同意を得て取得） 

建物所在地/住宅？店舗？ 

大数の法則 公平の原則 
（保険料率） 

収支相等の原則 

※多くのデータの分析による 
  発生確率予測の精緻化 

 主要な個人向け商品に関する参考純率の算出 

 事故防止・損害軽減の取組み、各種保険統計の公表 

料率算出機構 
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【保険料算出の原則等】 

安心と安全を支える事業の運営に情報を利活用 



２.情報利活用の目指す方向性 

 
 

 
 

 
 

 
 

         

静的データ（結果） 日常活動・動的データ（リアル） 

 

 取得しているデータ 
車の用途、建物の構造、職業など 
  

静的データ・社内データが中心     

活用データの質的拡大  

期間 

量 
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■稼動状況データ等 

■購買データ 

現状 

 Connected Industriesの下、
社内外の情報を有機的に連携させ、
より多面的な情報分析が可能に 

事故やイベントの発生時以外でもお客さま
とつながり、お客さまとの関係が深化すると
ともに、発生に至る過程の把握が可能に 

社
内
デ
ー
タ 

活
用
デ
ー
タ
の
量
的
拡
大 

社会課題解決 

新たな付加価値 

Ｔ
ｈ
ｉ
ｒ
ｄ 

ｐ
ａ
ｒ
ｔ
ｙ

・
社
外
デ
ー
タ 

■運転特性データ 

■バイタルデータ 



３．デジタライゼーションにより目指す姿 

お客さまの日常に関わる情報等 
各種情報の連携（組み合わせ等）で達成できること 
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これまで 

汎用的 

過去 

□気象や渋滞の情報に基づく自動車運行経路の変更提案 

パーソナル タイムリー 

・日常活動 
・「Third party」 
 情報（※） 

・それらの連携・ 
  組み合わせ 

予兆把握 

新たな付加価値 社会課題解決 

防災/減災 

予防 

リスクへのタイムリーな対処策（リスク移転、リスク回避等）をリコメンド可能に 

□体調の変化を察知し、危険発生前に運転中止の注意喚起 
□ゴルフクラブ購入やゴルフ場到着等の情報を受けた保険加入提案 

日常 ﾀｲﾑﾘｰ 

事故 

日常 予兆 

ﾀｲﾑﾘｰ 日常 

ﾀｲﾑﾘｰ □自動車衝突の衝撃感知による保険会社や救急等への自動通報 

パ

ー
ソ

ナ

ル

 

これから 

＆ 

（※）お客さまと直接の関係を持たな  
    い主体によって収集された情報 
    のこと 

（活用情報例）□ドラレコ □バイタル □ＧＰＳ □気象 □購買 □機器稼動状況 等々 

＜参考＞ 



自動車運転におけるシーン 
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気象予報 渋滞情報 

【Third party 情報】 

体調不調 

【リスクの予兆把握･予防】 【タイムリーなリスク回避策へのリコメンド】 

【Third party 情報】 

□運行経路・時間の変更等 □運転の小休止等 

【健康関連 情報】 

アクシデントの発生 
～衝撃感知～ 

ＧＰＳ：位置 

自動緊急通報 

【スピーディな対応】 

【スピーディな対応】 

□保険会社への迅速な連携 

自動通報 

□救急等への迅速な連携 

医療機関等とのデータ連携 

３．デジタライゼーションにより目指す姿（イメージ） 

【運転特性 情報】 □冷静な運転の注意喚起等 

急ブレーキ・急ハンドル 



よりよい自動運転社会を実現する 
ための情報の利活用  
（⇒実現に向けた取組：Ｐ１０） 

防災・減災に向けた、自然災害防災 
マップ、自動車事故多発マップ等の 
精緻化         （⇒Ｐ８） 

損害保険各社保有のリアルデータ 
の防災・減災等サービス事業者や 
他の事業者等との連携＝ビッグ 
データ利活用によるサービス提供 
＝異業種連携  
（⇒実現に向けた取組：Ｐ９） 
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４．現在の取組事例（損害保険ジャパン日本興亜の事例）  

個別ケースに応じた効果的な注意
喚起 

 ○行動傾向・環境変化等を勘案 
   した精緻なアラート情報発信に 
   より、事故を未然に防止 
  （⇒実現に向けた取組：Ｐ６） 
 
対応スピード・精緻化の向上
○IoT・衛星データ・ドローン等を 

   用いた事故対応等 （⇒Ｐ７） 
 

新たな付加価値 社会課題解決 

参考 
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タイムリーな情報発信による予防 もしものときのスピーディな対応 

  ＜行動傾向・環境変化等を勘案した精緻なアラート情報発信＞ 
（損害保険ジャパン日本興亜の事例）       



 
 

 
 

 
 

 
 

  ＜IoT・衛星データ・ドローン等を用いた事故対応＞ 
（損害保険ジャパン日本興亜の事例）       

ドローンを活用した、精緻でスピーディな対応・情報連携 

豪雨等災害時に被災状況を空撮し、迅速な保険金お支払         

水中ドローンを活用し、安全かつ効率的な損害調査 自治体と連携し、災害時の避難者誘導を実施 
 （新宿区等との実証実験） 
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  ＜防災・減災に向けた、自然災害防災マップ等精緻化＞ 
（損害保険ジャパン日本興亜の事例）       

個別ケースに応じた効果的な注意喚起による防災・減災 

ハザードマップ 
エリア 

リスク度合 
説明エリア 

具体的事例の紹介 

• 国土交通省・各自治体ハザードマップ 
• 国立研究開発法人防災科学研究所
データ 等 

× 

• 損保ジャパン日本興亜保険金支払 
  データ 等 

官民データを連携 
公的 

当社 

お客さまご自身がお住まいの地域の 
自然災害のリスクを正しくご理解いただくご支援 
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緊急時の最寄りの
避難施設の情報や、
お客さまのリスク度
合いに応じた補償
内容のおすすめ情
報も表示 



 
 

 
 

 
 

 
 

＜リアルデータ（気象データ）を活用した他の事業者との連携によるサービス提供＞ 
（損害保険ジャパン日本興亜の実証実験事例）       
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個別ケースに応じた効果的な注意喚起に向けた実証実験 

気象データ 

来店客データ 

TORETA 日本 
気象協会 

× 

平日の雨による来店客数の影響度の解析 

キャンセル率 

ウォークイン率 

来店者数の需要予測モデル構築 

店舗の損失を補償する保険商品等の開発 
（予測が外れた場合） 

リスク管理 
ノウハウ 

損保ジャパン
日本興亜 

× 

外食産業の生産性向上および働き方改革の促進に向け、 
主に以下の実現を目指します。  

適正な仕入れによるフードロス問題の解決 
・適切な人員配置 



  ＜自動運転社会を実現するための情報の利活用＞ 
（損害保険ジャパン日本興亜の実証実験事例）       

自動運転時代到来に備えた実証実験 
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 自動運転技術・通信・保険分野に
おける最先端の研究により、遠隔型
運行管理システムの知見集積を行い、
「安心・安全な自動運転社会」の実
現を目指し取り組んでいます。  

＜サポートセンターの概要＞ 
 以下事項の実現可能性を検証 

 複数台の自動運転車の走行状況
をモニター監視 

 危険時等における遠隔操作による
操舵介入 

 レッカーなどのロードサービス手配 
 現場駆けつけなど現地対応のサ
ポート提供 

 警察や消防などへの緊急通報支援 
 事故トラブル時の車両停止時にお
ける代替移動手段の手配 



５.取組みを進める際の検討事項 

適正な個人情報保護等の確保  
 

 
 

 
 

 
 

イノベーションの進展による利用者利便の向上が実現する際も、引き
続き適正な個人情報保護や公正な競争環境が確保されるよう、今後
の状況によってはルールの検討が必要と考えられる 

利活用する情報の正確性・信頼性の向上 

今後、取得できる情報が増加し、また多様化していく中で、事業者にお
いて、適切な情報管理や、情報自体の正確性・信頼性の一層の向上
が必要と考えられる 

リスク評価の精緻化がもたらす可能性および問題 

リスク評価における精緻化については、メリットとデメリットの双方が考え
られ、この点は今後の状況によっては検討を深めていくことも考えられる 
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（参考）「デジタル時代における保険」（ジュネーブ協会※レポート） 

レポートでは、デジタライゼーションがもたらす効果、保険の役割の
拡大および課題として、次のような事項が挙げられている。 
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デジタライゼーションがもたらす効果 
「デジタルの時代は、リスクの性質および範囲の抜本的な変化を社会にもたらす。相互接続性
の増加によって今日のシステムに存在する多くのリスクは確実に緩和されうるが、オープンで接続
されたデジタルな環境が発展することによって新たな脆弱性やより予測不能な結果が生ずる可
能性もまた創出される。」 
  

保険の役割の拡大 
「デジタライゼーションは、主として損失の補償に関係したものから、被保険者に対していかにリス
クを予防し、緩和し、管理するかを助言する、より幅広いサービス提供へと、保険者の役割を
拡大するものである。すなわち、新たな科学技術によって、保険は、単にリスクからの保護をする
ものから、リスクの予知・予防をするものへと進化することが可能となる。」 
 

課題 
「パーソナル化の範囲が拡大し、完全に個別リスクに応じた保険となれば、リスクの高い人々は
付保を拒まれたり、または法外に高い保険料に直面したりすることになるかもしれない」 

Christian Schmidt “Insurance in the Digital Age - A view on key implications for the economy 

and society“ (The Geneva Association, September 2018)の日本損害保険協会仮訳 

※ジュネーブ協会は、１９７３年に設立された、保険およびリスクマネジメントを調査・分析の領域とする国際的なシンクタンクです。 


